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東京都カーボンクレジットマーケット

国内外のカーボンクレジット(※)を容易に取引できる都独自の取引システム

●利用対象者

 国内の法人、任意団体

●登録・利用料

 無料

●取扱いクレジット

 J-クレジット、海外のボランタリークレジット

●URL
https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/

＜システムご利用イメージ＞

※省エネ設備の導入や森林管理の取組等による温室効果ガスの排出削減量や吸収量を、第三者機関による検証等を
 経て、企業等の間で取引できるよう認証したもの

【問合せ先】
産業労働局産業・エネルギー政策部計画課
TEL 03-5000-7723

事業概要

https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/
https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/
https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/


都内事業者向けの設備等導入助成①
【ZEB・太陽光・風力発電・蓄電池・EMSなど】

各事業の詳細は、予算案の可決（第一回都議会定例会：3/27閉会予定）後に公表

※助成率・上限額はR7年度のものです。R8年度の要件は都議会の予算案可決後に決定します。

事　　業　　名　　・　　支　　援　　内　　容
８ 年 度

予算
７ 年 度

予算
増(▲)減

（百万円） （百万円） （百万円）

   ● ＺＥＢ化・廃熱利用設備導入促進事業【新規】　※下記要件はR7前身事業のもの 633      0          633            

　　 建物のZEB化や廃熱利用設備の導入を行う事業者に、事業規模に応じた支援を実施（導入診断・設備導入助成など）

　　　【対象】ZEB化に資する取組みや廃熱を有効利用する設備　　　　　　【助成率・上限額】1/2～3/4、200万円～1.5億円

   ● 再エネ電源都外調達事業（都外PPA） 4,111    3,818   293            

　    都外に再エネ設備を設置し、その再エネ電気等の利活用に取り組む事業者に、導入経費の一部を支援

　　　【対象】太陽光/風力/地熱/バイオマスなど再エネ発電設備・蓄電池　　　【助成率・上限額】1/3〜2/3、1～6億円

   ● 地産地消型再エネ・蓄エネ設備導入促進事業 6,948   9,284   ▲ 2,336

　　　地産地消型の再エネ設備や蓄電池等の導入に要する経費の一部を助成

　　　【対象】太陽光/風力/地中熱/バイオマスなど再エネ設備・蓄電池　　　【助成率・上限額】1/2～3/4、800万円～2億円

   ● コージェネレーションシステム導入支援事業 2,018   2,011   7                

　    電力需給安定化等に資するコージェネレーションシステムの導入を支援

　　　【対象】コージェネレーションシステム及び熱電融通インフラ　　　　　　　【助成率・上限額】1/2又は2/3、1～5億円

   ● 再エネ導入拡大を見据えた系統用大規模蓄電池導入支援事業 13,030 13,025 5                

　    電力ネットワークに直接接続する大規模蓄電池ビジネスへの取組を支援

 　   【対象】系統用大規模蓄電池　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【助成率・上限額】1/2・20億円

 　● 需給最適化に向けたエネルギーマネジメント推進事業 2,925   2,926   ▲ 1

     エネルギーマネジメントやアグリゲーションビジネスなどの取組に対する経費の一部を助成

　　　【対象】EMS・蓄電池・再エネ設備・通信機器など　　　　　　　　　　　　　【助成率・上限額】1/2・2/3、50万円～1.5億円

                  



都内事業者向けの設備等導入助成②
【省エネ設備・ZEV・充電設備など】

各事業の詳細は、予算案の可決（第一回都議会定例会：3/27閉会予定）後に公表

　　　　　　　　　　　　　            ※助成率・上限額はR7年度のものです。R8年度の要件は都議会の予算案可決後に決定します。

事　　業　　名　　・　　支　　援　　内　　容
８ 年 度

予算
７ 年 度

予算
増(▲)減

（百万円） （百万円） （百万円）

   ● ゼロエミッション化に向けた省エネ設備導入・運用改善支援事業 10,411  8,792  1,619

　　　都内で中小規模事業所を所有又は使用している中小企業者等の省エネ設備の導入又は運用改善の実践に係る経費を支援

　　　【対象】高効率空調設備/LED照明設備/人感センサー等の導入など　　　【助成率・上限額】2/3～3/4　1,000万円～4,500万円

   ● ＺＥＶ普及促進事業 3,451    4,216  ▲ 765

　　  ＥＶ・ＰＨＥＶ・ＦＣＶ・ＥＶバイクの購入を支援

　　　【対象】都内で使用する新車のＥＶ・ＰＨＥＶ・ＦＣＶ・ＥＶバイク　　　　　【助成率・上限額】ＥＶで最大100万円など

   ● ＥＶバス・ＥＶトラック導入促進事業 10,906 17,184 ▲ 6,278

　    ＥＶバス・ＥＶトラックの購入を支援

   ● 充電設備普及促進事業 279       427     ▲ 148

　　　事務所・工場・商業施設等へのＥＶ用充電設備の導入を支援

　　　【対象】超急速/急速/普通充電設備、V2B充放電設備　　　【助成率・上限額】設備購入費の全額/半額など･上限有り

　　　【対象】都内で使用する新車のＥＶバス・ＥＶトラック　　【助成率・上限額】ディーゼル車との販売価格差･上限4,200万円



都内事業者向けの設備等導入助成③
【水素関連設備・FC車両・水素ステーションなど】

各事業の詳細は、予算案の可決（第一回都議会定例会：3/27閉会予定）後に公表

※助成率・上限額はR7年度のものです。R8年度の要件は都議会の予算案可決後に決定します。

事　　業　　名　　・　　支　　援　　内　　容
８ 年 度

予算
７ 年 度

予算
増(▲)減

（百万円） （百万円） （百万円）

   ● グリーン水素の社会実装化に向けた設備等導入促進事業 813     2,131  ▲ 1,318

　　  グリーン水素の製造や運搬・貯蔵、水素利用に関する各設備の導入経費の一部を補助

   ● 燃料電池バス・タクシー支援事業 2,262  11        2,251             

　    燃料電池（FC）バスまたは燃料電池（FC）タクシーを導入する事業者に対し、導入費用及び燃料費の一部を補助

   ● 燃料電池トラック実装支援事業 212     5,659  ▲ 5,447

　　　燃料電池(FC)トラックまたは水素エンジントラックを導入する事業者に対し、導入費用及び燃料費の一部を補助

   ● 水素ステーション設備等導入促進事業 6,333  357     5,976            

　    水素ステーションの整備費及び運営費等を補助

　　　【対象】水素ステーションの整備費・運営費・燃料費                         【上限額】10億円（大規模水素ST整備）など

　　　【対象】グリーン水素製造・貯蔵・運搬設備、水素利用設備　　　      　　【助成率・上限額】1/2又は2/3、2.25又は３億円

　　　【対象】FCバス・タクシーの車両導入費・燃料費　　　　　　　　　           【上限額】5,000万円（FCバス導入費）など

　　　【対象】FCトラックまたは水素エンジントラック車両導入費・燃料費    【上限額】9,600万円（FC大トラ導入費）など

各事業の詳細は、HP等をご参照ください https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/

省エネ・再エネ等に係るワンストップ窓口(事業者向け) 

TEL 03-5990-5239 受付時間：平日9:00～17:45(12:00～13:00を除く)

クールネット東京(東京都地球温暖化防止活動推進センター)

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/
https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/


ご清聴ありがとうございました。

東京都  産業労働局  産業・エネルギー政策部
東京都新宿区西新宿二丁目8番1号 東京都庁第一本庁舎 19,20階
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